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はじめに 

本市は、関西国際空港の玄関都市として相応しいまちづくりのため、空港アクセスのための関

連道路の整備などの都市基盤整備を進めてきました。その起債償還とともに、空港補完機能とし

ての感染症対策など高度医療のための病院や、空港消防の維持管理費など大きな財政負担が

生じています。 

空港連絡橋利用税は、上記の空港関連施策に関し、空港連絡橋の利用者にも受益がある

ことから、税収確保のため、連絡橋の通行料金を支払う者に対して一定の税負担を求める法定

外普通税として、平成 25 年３月 30 日に導入され、以降、安定した税収として、本市の財政

健全化に大きく貢献しています。 

空港連絡橋利用税は平成 30 年３月で施行後５年を経過しますが、泉佐野市長から今後

5 年間課税を延長することについての検討依頼があり、これまでの関空橋税の施行状況、本市を

取り巻く状況の変化等を踏まえ、今後の関空橋税のあり方について、法定外税検討委員会

（以下、検討委員会）において検討が行われました。 

「空港連絡橋利用税のあり方について」は、法定外税検討委員会の「法定外税に関する検討

結果報告書」の提出を受け、本市の方針を示すものです。 

平成２９年 3 月 

泉佐野市 税務課 
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１．空港連絡橋利用税の導入に至る経緯 

1.1  法定外税導入検討委員会（平成 23 年）までの経過 

本市は、国が決定した「関西国際空港関連施設整備大綱」や大阪府が作成した「関西国際

空港関連地域整備計画」に基づき、空港の玄関都市として相応しいまちづくりのため、さまざまな

都市基盤整備を進めてきました。 

この費用の償還は、民活方針のもと、将来の空港関連税収が前提であり、その後の経済情勢

の低迷や地価の下落により、市税収入が空港開港当初の見込みを大きく下回り、本市の財政

は逼迫した状況となり、平成12年度から赤字再建団体への転落を回避するために不断の行財

政改革と財政健全化に努めてきました。【図１】 

【図１：財政状況の推移】 
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このような財政状況のもと、平成19年12月には関西国際空港連絡橋（以下、「連絡橋」）

の国有化の方針〔※平成21年4月から国有化〕が発表され、本市が見込んでいた連絡橋の固

定資産税収 約105億円（耐用年数45年で、平成22年度以降30年分）が失われることとな

りました。【表1】 

【表１：平成22年度以降の空港連絡橋にかかる固定資産税収（試算）】 

年 度 税額 

平成 22 年度～平成 25 年度までの 4 年計 約 25 億円 

平成 26 年度～平成 30 年度までの 5 年計 約 25 億円 

平成 31 年度～平成 35 年度までの 5 年計 約 19 億円 

平成 36 年度～平成 40 年度までの 5 年計 約 15 億円 

平成 41 年度～平成 45 年度までの 5 年計 約 11 億円 

平成 46 年度～平成 51 年度までの 6 年計 約 10 億円 

平成 22 年度～平成 51 年度までの 30 年計 約 105 億円 

 

本来、国の責務で建設すべき国際拠点空港の支援のために、財政健全化の取り組みに加え、

この減収見込額約105億円の負担を地元市のみに強いるのは、理不尽であり、財政上困難な

状況であったため、 「法定外税導入検討委員会（平成20年）」での検討を踏まえ、連絡橋の

固定資産税収を補填するため、空港連絡橋利用税を創設しました。 

その後、平成20年８月に開かれた臨時市議会において泉佐野市空港連絡橋利用税条例

が可決・成立した後、国に対し協議を開始し、翌年2月に空港島2期島の平成22年中の竣功

等の支援を約束した文書を受理したため、3月に同条例を廃止し、導入を見送りました。 

しかしながら、空港2期島の竣功が遅れ、約束した支援が受けられないことから、再度、平成

23年8月に「法定外税導入検討委員会（平成23年）」が設置され、空港連絡橋利用税につ

いて導入を含めた検討が行われました。 

1.2  法定外税導入検討委員会（平成 23 年）の報告 

平成23年8月に「国が空港連絡橋利用税の取下げの依頼（※平成21年2月）の条件とし

て泉佐野市に約した支援策が未だ履行されない現状においては、連絡橋国有化に伴う固定資

産税の減収につき、地方交付税によっても補填されない実減収相当額の範囲内であれば、法定

外税はやむを得ないものと考える。ただし、第一義的には、原因者である国に対して、連絡橋国

有化による固定資産税減収分の補填を引き続き強く求めるべきである」と報告されました。 
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1.3  空港連絡橋利用税条例の成立と施行 

報告書の提出から約１ケ月後の平成23年９月に開かれた定例市議会において、泉佐野市

空港連絡橋利用税条例は可決、成立しました。 

空港連絡橋利用税は法定外普通税であるため、新設に際し、地方税法第671 条の規定に

基づく総務大臣への協議が必要となり、協議を重ねた結果、平成24年4月に同意を得ました。 

その後、西日本高速道路株式会社（NEXCO西日本）を特別徴収義務者に指定して調整

を行い、同条例は平成25年3月30日に施行され、同日午前０時以降に連絡橋の利用者に対

して自動車で通行する回数１往復につき１００円を空港連絡橋利用税として課税することとな

りました。 

1.4  空港連絡橋利用税の導入経過 

年月 経過内容 

平成 19 年 12 月 平成 20 年度政府予算案において空港連絡橋の国有化方針が決定 

平成 20 年 7 月 「法定外税導入検討委員会」設置（計４回開催） 

平成 20 年 8 月 
法定外普通税（空港連絡橋利用税）条例、可決成立 

総務省へ総務大臣の同意を得るための協議書提出。協議開始（第 1 回目） 

平成 21 年 2 月 
国より空港２期島の平成 22 年中の竣功等、固定資産税減収に対する支援を

約束した文書を受領 

平成 21 年 3 月 
法定外普通税（空港連絡橋利用税）条例廃止、可決成立 

総務省へ総務大臣の同意を得るための協議取下げ 

平成 21 年 4 月 空港連絡橋国有化 

平成 23 年 1 月 空港 2 期島の平成 22 年中の竣功が不履行 

平成 23 年 8 月 「法定外税導入検討委員会」設置（計２回開催） 

平成 23 年 9 月 
法定外普通税（空港連絡橋利用税）条例、可決成立 

総務省へ総務大臣の同意を得るための協議書提出。協議開始（第２回目） 

平成 24 年 2 月 「地方財政審議会」出席、意見聴取 

平成 24 年 4 月 

総務大臣が法定外普通税（空港連絡橋利用税）新設について同意 

西日本高速道路(株)を特別徴収義務者に指定し協議を開始 

利用者及び関係者の利用促進と周知に努める。 

平成 24 年 6 月 空港 2 期島竣功 

平成 25 年 3 月 条例施行（空港連絡橋利用税課税開始） 
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２．空港連絡橋利用税の施行状況 

2.1  空港連絡橋利用税の概要 

地方税法第5条及び第669 条に基づき、本市では空港連絡橋利用税条例及び同条例施

行規則において、空港連絡橋利用税の賦課徴収について定めています。 

空港連絡橋利用税の納税義務者は、関西国際空港連絡橋（以下、「連絡橋」）の利用

者で、連絡橋を通行する車両に対して課税されます。 

 

 徴収方法は、西日本高速道路株式会社（NEXCO西日本）を特別徴収義務者 

とし、その特別徴収義務者が連絡橋の通行料金と併せて、同一の方法（現金、クレジット、

ETC）で空港連絡橋利用税を徴収し市に申告納入する、特別徴収の仕組みです。 

 

項 目 内 容 

課税団体 大阪府泉佐野市 

税目名 空港連絡橋利用税【法定外普通税】 

課税客体 関西国際空港連絡橋を自動車で通行して空港を利用する行為 

課税標準 関西国際空港連絡橋を自動車で通行する回数 

納税義務者 関西国際空港連絡橋の通行料金を支払う者 

税率 通行する回数１往復につき１００円 

徴収方法 
特別徴収 

【特別徴収義務者・・・西日本高速道路株式会社（NEXCO 西日本）】 

徴収箇所 関西国際空港連絡橋 関西国際空港料金所 

収入見込額 年間３億円 

課税免除 
道路整備特別措置法（昭和３１年法律第７号）第２４条第 1 項 

ただし書に規定する車両 

課税を行う期間 ５年間（平成２５年３月３０日（土）午前０時から徴収開始） 
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2.2  空港連絡橋利用税の周知活動 

空港連絡橋利用税は、総務大臣の「同意にあたって」（技術的助言）を考慮した適切な運

用が求められています。本市では、導入時に空港連絡橋利用税に対する理解の促進及び円滑

な運用を図るため、【表２】のとおり各種広報媒体を活用した、周知を図りました。 

現在も引き続き、ホームページやリーフレットの設置等の周知活動を行っています。 

 

【表２：空港連絡橋利用税の周知活動】 

広報媒体 枚数等 場所等 

ポスター 500 

関空島内の主要箇所 

近畿２府４県の市町村 

JR・南海電鉄の主要駅 

NEXCO 西日本の SA・PA 

阪神高速の PA 

近隣の大型商業施設 

市関連施設 

リーフレット 120,000 

関空島内の主要箇所 

近畿２府４県の市町村 

JR・南海電鉄のターミナル駅 

【JR 天王寺駅・南海なんば駅・ 

りんくうタウン駅】 

NEXCO 西日本の SA・PA 

阪神高速の PA 

近隣の大型商業施設 

ETC ｺｰﾎﾟﾚｰﾄｶｰﾄﾞ契約者 

市関連施設 

連絡橋を利用する各種団体 

大型看板 6 
阪和道料金所 

一般道（連絡橋付近の交差点） 

電光掲示 1 阪和道湯浅吉備 PA 

横断幕 

6 阪和道 

2 阪神高速 4 号湾岸線 

3 連絡橋周辺の一般道 

ホームページ - 
市 HP 

近畿 2 府 4 県に市 HP へのリンク依頼 

新聞広告 - 読売新聞・毎日新聞・朝日新聞・産経新聞 

マスコミへの 

情報提供 
- 

全国紙を含む新聞への記事掲載 

テレビ、ラジオでの報道 

テレビ東京「ガイアの夜明け（ふるさと再生に

懸ける）」の取材協力 
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2.3  空港連絡橋利用税の税収 

空港連絡橋利用税は、徴収開始初年度の平成25年度に約3.1億円、その後平成26 年

度には、  約3.66 億円、平成27 年度には約3.9 億円の税収を上げ、合わせると、3年間で

約10.67 億円の税収を確保しています。 

これまでの税収の推移は、【図２】に示すとおりとなっています。 

 

【図２ 空港連絡橋利用税の税収推移】 

 
 

３．空港連絡橋利用税の現状と課題 

3.1 連絡橋の国有化による減収の補填についての検討 

 

連絡橋の国有化による固定資産税の減収は約 105 億円で、地方交付税で当該減収額の

４分の３が補填されるため差引した実減収分は 26.25 億円です。今回の課税期間である平

成 29 年度までに空港連絡橋利用税により 16.95 億円が補填される見込みです。国から新た

な支援策は示されておらず、３年延長すると平成 32 年度には減収分が補填できる見込みです。 

【表３ 空港連絡橋利用税の税収推移と見込】 

 

年度 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35

（月数） （10） （12） （12） （12） （12） （12） （12） （12） （12） （12） （２）

税収（A) 311 366 390 390 390 390 390 390 390 390 65

経費（B） 68 21 21 21 21 21 21 21 21 41 4

C（A-B) 243 345 369 369 369 369 369 369 369 349 61

累計（C) 243 588 957 1,326 1,695 2,064 2,433 2,802 3,171 3,520 3,581

※H28年度以降は、決算見込額。 【単位：百万円】
５年間で累計16.95億円

になります。

実減収分26.25億円

を超えます。
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  3.2  本市の現在の財政状況について 
 

【表４ 財政状況の推移（平成６年度～16 年度）】  

 

本市は平成 25 年度決算において財政健全化団体から脱却しましたが、平成 27 年度決算

で地方債残高は 767 億円と類似団体平均の 1.7 倍、市税収入は 205 億円で、公債費は

100 億円となっていて、また、経常収支比率も 103.8％と類似団体平均の 90.0％を大きく上

回り、引き続き非常に厳しい財政状況となっています。 

このような状況のもと、将来的に持続可能な財政基盤を確立するため中期財政計画（平成

27 年度～平成 31 年度）を策定し、再び財政健全化団体となることのないような行財政運営

が求められています。【表４】【表５】 

職員数は空港関連の地域整備等を行うためにピーク時の平成８年度には 1,017 人であった

ものが、平成 27 年度には 465 人になり、中期財政計画最終年の平成 31 年度には 405 人

を目標としており、同時に、特別職（市長 40％、副市長 35％、教育長 30％） 

6年度 7年度 8年度 9年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度

458 604 432 429 440 401 357 342 374 377 351

141 201 209 220 215 214 216 218 207 194 188

うち固定資産税
69 120 128 134 135 135 135 135 131 121 116

134 6 6 6 6 7 9 8 7 8 10

うち普通交付税
12

－ － － － －
1

－ －
0.9 3

地方債
122 240 90 74 67 31 29 17 29 52 43

457 601 428 428 436 405 385 370 399 407 376

うち人件費
91 95 99 102 102 109 101 96 98 89 86

うち公債費
27 30 34 42 47 51 56 58 60 60 61

うち投資的経費
209 315 142 121 115 55 53 22 34 63 36

1.1 0.9 0.8 0.6 0.5 △ 4.0 △ 27.9 △ 28.4 △ 25.1 △ 29.9 △ 25.2

368 592 669 725 771 777 775 760 753 767 770

75,543 73,956 73,524 72,456

809 1,102 1,321 1,552 1,615 1,632 1,631 1,611 1,594 1,597 1,589

13.0 14.0 16.7 18.2 18.9 22.5 21.2 23.2 23.3 23.9

102.5 90.1 94.7 102.0 104.4 109.4 107.4 105.0 107.4 106.6 104.7

1,005 1,006 1,017 1,002 993 967 925 909 895 865 828

※税額等の数値については、千万単位を四捨五入して億単位で記載しています。

年        度

歳入総額

市税

地方交付税

歳出総額

実質収支

地方債現在高

地方債現在高

(臨時財政対策債除き）

負債残高※

実質公債費比率

（３ヶ年平均）（16年度

経常収支比率（％）

職員数（人）

（単位：億円）

健全化進めるも、税収の落ち込みが

激しく、非常事態宣言

関西国際空港開港H6.9月

市税は、空港関連税収の増により1.5倍に

投資的経費は、総合文化センターの建設で315億に、元年か

ら10年までは空港関連事業などで100億を超えるペースに
赤字ピークに

事業の財源として、地方債の大量発行により残高777億円に

16年度以前の数値は公債費比率を入力してある。

職員数のピーク
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【表 5 財政状況の推移（平成 17 年度～27 年度）】 

 

 

 

一般職（係長級まで 4％、課長代理級 5％、課長級 8％、部長級 9％）の給与カットを平

成 31 年度まで継続しています。 このように平成 23 年に空港連絡橋利用税の課税を検討し

た当時と比較すると、現在も大きな状況の変化はありません。【表４】【表５】 

 

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

343 362 416 430 476 486 389 423 417 470 620

189 185 190 200 205 195 190 188 208 207 205

うち固定資産税
116 111 108 107 107 98

96 91 101 101 99

10 13 9 12 6 15 19 23 20 16 18

うち普通交付税
4 6 3 6

－
7 11 16 12 8 10

地方債
31 30 57 44 106 82 42 65 37 52 57

359 361 412 430 475 492 393 421 406 469 619

うち人件費
80 79 76 74 73 73 70 66 53 53 56

うち公債費
61 61 72 61 60 86 66 70 74 82 100

うち投資的経費
26 15 45 47 45 39 23 46 36 59 22

△ 16.4 0.5 4.1 0.2 0.2 △ 6.3 △ 4.1 2.1 10.0 0.2 0.5

760 746 750 751 814 827 820 832 811 796 767

70,438 68,175 67,869 67,378 72,665 72,772 71,023 70,749 70,749 70,749 70,749

1,569 1,540 1,504 1,492 1,478 1,480 1,450 1,416 1,331 133,147 1,278

24.8 24.7 16.9 18.4 19.6 21.0 21.0 21.0 21.0 21.0 21.0

102.3 99.4 101.1 101.2 102.3 105.1 103.6 102.3 99.4 104.9 103.8

804 794 769 751 727 707 682 522 503 479 465

※税額等の数値については、千万単位を四捨五入して億単位で記載しています。

（ － ） － － 2.92 1.89 － － － －

(39.31) 26.42 － － － － － － －

(16.9) 18.4 19.6 21.0 21.2 22.8 23.2 23.6 22.4

(405.7) 393.5 372.5 383.0 364.9 352.0 302.1 291.6 191.6

※ 早期健全化基準：実質赤字比率12.30　連結実質赤字比率17.30　実質公債費比率：25.0　将来負担比率：350.0

※ 財政再生基準：実質赤字比率：20.00　連結実質赤字比率：30.00　実質公債費比率：35.0　将来負担比率：なし

実質赤字比率（％）

連結実質赤字比率（％）

実質公債費比率（％）

将来負担比率（％）

（単位：億円）

地方債現在高

地方債現在高

(臨時財政対策債除き）

負債残高※

実質公債費比率

（３ヶ年平均）（16年度

経常収支比率（％）

職員数（人）

年        度

歳入総額

市税

地方交付税

歳出総額

実質収支

早期健全化団体に計画期間Ｈ21-39 健全化実施プラン策定　計画期間Ｈ23.8月-Ｈ26 空港連絡橋利用税課税開始

空港連絡橋国有化による減

空港二期島課税開始による増

行財政改革により累積赤字の解消

宅造3セク債　65.8億 病院3セク債　43.5億

泉州南消防組合設立△139 ピーク時の5割

早期健全化基準未満へ



 

 

11  

 

3.3  空港連絡橋利用税を5年間延長することについての検討 
 

3.3.1 起債償還費用及び維持管理費の確保 

本市は国際空港の玄関都市に相応しいまちづくりのために市域

の都市基盤整備を進めてきましたが、その起債償還及び維持管理

費（以下、空港関連事業経費）のための財源確保が必要となっ

ています。 国際空港を民活方式で建設するという当時の指針のも

と、感染症対策・災害拠点病院としての医療センターや空港消防

の施設整備、関空自動車道や阪神高速湾岸線、JR 西日本関

西空港線、南海電鉄空港線等の空港アクセスの根幹となる道路・

鉄道の整備に伴う関連地域整備事業が行われました。とりわけ、

医療センターについて成田国際空港と比較すると、成田市は公立

病院が無い一方で、私設の成田赤十字病院がありましたが、本市

は、市立泉佐野病院をりんくうタウンに移築し、現在の りんくう総

合医療センターを開設するため、巨費を投じる必要がありました。同

センターは、空港災害に備えるとともに輸入感染症に対応する感染症センターや国際診療科など

を有し、現在、外国人患者受入れ医療機関認証制度の認証も受けています。平成 27 年度の

空港関連事業経費は 44.69 億円で、うち病院分公債費は 11.28 億円、運営費負担金は

3.1 億円、空港消防経費は 0.27 億円で、残りがその他の地域整備事業に係る経費です。 

一方、空港からの固定資産税及び都市計画税（以下、「空港税収」という。）は 32.48 億

円で、その差は△12.21 億円、空港連絡橋利用税を差し引いた後で△8.31 億円となっていま

す。 今回、延長を検討している平成 30 年度から平成 34 年度については、平成 30 年度の

空港関連事業経費は 40.03 億円、空港税収は 30.01 億円、差は△10.02 億円、平成

30 年度から平成 34 年度までの差の合計は、△37.29 億円で空港連絡橋利用税を差し引い

た後で△17.79 億円になります。将来においても本市が空港税収を上回るランニングコストを負

担し続けなければならない状況です。また、次項で説明いたしますが、本市への新たな行政需要

として「①訪日外国人旅行者への対応」「②空港アクセスの耐震化への対応」に関する事業費

についても、空港関連事業費として計上すべきであると考えています。 

したがいまして、今回、延長を検討している平成 30 年度から平成 34 年度について、新たな

行政需要経費を合算すると空港税収との差は△51.78 億円となり、空港税収に空港連絡橋

利用税を合算した空港関連税収との差でさえ、△32.28 億円となり、将来においても本市は、

空港税収を上回る多額のランニングコストを負担する必要があると見込まれます。【表 6】【図 3】                

■りんくう総合医療センター   

■泉州南広域消防本部（旧りんくう消防署） 



 

 

12  

 

【表６ 空港関連事業費と空港税収の比較】

 

 

１．空港関連事業費

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ32 Ｈ33 Ｈ34

空港関連事業公債費 2,932 2,692 2,630 2,397 2,157 2,060 1,782 1,668

人件費 17 17 18 18 18 19 19 20

維持管理費 55 100 100 100 100 100 100 100

病院建設分公債費 1,128 1,128 1,128 1,128 1,128 1,128 1,128 1,128

運営交付負担金 310 310 310 310 310 310 310 310

空港消防経費 27 49 50 50 50 51 51 51

4,469 4,296 4,236 4,003 3,763 3,668 3,390 3,277

①訪日外国人旅行者への対応 0 43 173 197 203 203 83 83

②空港アクセスの耐震化 0 3 83 0 170 170 170 170

0 46 256 197 373 373 253 253

4,469 4,342 4,492 4,200 4,136 4,041 3,643 3,530

２．空港関連税収

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ32 Ｈ33 Ｈ34

D 空港税収〔※〕 3,248 3,169 3,096 3,001 2,939 2,882 2,799 2,751

E 空港連絡橋利用税 390 390 390 390 390 390 390 390

3,638 3,559 3,486 3,391 3,329 3,272 3,189 3,141

〔※〕空港税収＝（固定資産税＋都市計画税）

３．【D】空港税収〔※〕と【A】空港関連事業経費の差

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ32 Ｈ33 Ｈ34

△ 1,221 △ 1,127 △ 1,140 △ 1,002 △ 824 △ 786 △ 591 △ 526

４．【F】空港関連税収（空港連絡橋利用税を含む）と【A】空港関連事業経費の差

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ32 Ｈ33 Ｈ34

△ 831 △ 737 △ 750 △ 612 △ 434 △ 396 △ 201 △ 136

５．【D】空港税収〔※〕と【C】空港関連事業費（新たな行政需要経費を含む）の差

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ32 Ｈ33 Ｈ34

△ 1,221 △ 1,173 △ 1,396 △ 1,199 △ 1,197 △ 1,159 △ 844 △ 779

６．【F】空港関連税収（空港連絡橋利用税を含む）と【C】空港関連事業費（新たな行政需要経費を含む）の差

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ32 Ｈ33 Ｈ34

△ 831 △ 783 △ 1,006 △ 809 △ 807 △ 769 △ 454 △ 389

△ 3,488 △ 3,729

△ 3,790 △ 5,178

(単位：百万円）

B

【新たな行政需要経費】合計　B

合計　C＝A＋B）

【D】－【A】

【D】－【C】

A

【空港関連事業経費】合計　A

合計　F＝（D＋E）

【F】－【C】
△ 2,620 △ 3,228

【F】－【A】
△ 2,318 △ 1,779

【図３ 【Ｆ】空港関連税収と【Ｃ】空港関連事業費の差 】 
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3.3.2  新たな行政需要への対応 

 関西国際空港開港から 20 年以上が経過し、新たな行政需要が生じています。 

①訪日外国人旅行者への対応 

関西国際空港に就航する格安航空会社（ＬＣＣ）等を利用した、訪日外国人旅行者が

急増し、その受入環境整備が求められています。宿泊施設が不足し客室単価が上昇しているこ

とは 24 時間空港である関西国際空港の事業活動にとって大きな支障となっており、各方面から、

この事態を改善してほしいという要望がなされています。本市においては、宿泊施設不足への対応

及び外国人旅行者が安心して利用できる観光案内所の設置が求められています。【表 7】【図 4】 

②空港アクセスの耐震化 

連絡橋及び空港アクセスは阪神淡路大震災以前に建設されたため、平成 23 年東日本大

震災や最近の災害経験を踏まえた耐震工事が必要で、本市にも費用負担が求められています。 

いずれも、空港関連に伴う新たな行政需要であり、関空の玄関都市としての責任から、これら

の行政需要に対応する必要があります。【表 7】【図 4】 

【表７ 空港連絡橋利用税にかかる新たな行政需要】

 

①訪日外国人旅行者への対応

事業名 経費（見込）

（H28～H32見込み）

〇宿泊施設設置奨励金（※8件）

400,000千円

〇雇用促進奨励金（※8件）

80,000千円

（5年間支給）

利子補給金（※8件）

120,000千円

設置費

9,670千円

まち処運営委託料（1年間※3館運営の場合）

58,700千円

②空港アクセスの耐震化

事業名 経費（見込）

緊急輸送道路（関西空港自動車道・481号、阪神高

速湾岸線、空港連絡橋）と交差・並行する鉄道箇所に

係る事業費負担額

約86,000千円
海上部の事業費負担額〔概算〕（鉄道部分）

約678,000千円

事業費負担割合：国1/3、府1/6、市1/6（JR西・JR東・JR東海を除く）

１．宿泊施設設置奨励金等

（滞在促進・受入環境整備条例）

２．認定外国人観光案内所

　　（りんくうまち処等）

①内陸部（※緊急輸送道路）

②海上部（空港連絡橋）

※平成25年4月に首都直下地震・南海トラフ地震に備えるため、耐震補強の実施について努力義務を

課す「特定鉄道等施設に関する耐震省令」が施行され耐震補強が推進されています。対象施設は、

一定の要件を満たす駅・路線（高架橋・橋りょう等）及び緊急輸送道路等となっています。

 

■認定外国人観光案内所 

 

 

 

 

■海上部（空港連絡橋） 

 

■海上部（空港連絡橋） 
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【図 4 空港連絡橋利用税にかかる新たな行政需要（周辺地図）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.3.3  納税者に対する理解促進と周知について 

総務大臣の「同意にあたって」（技術的助言）を考慮し、本市では、導入時に空港連絡橋

利用税に対する理解の促進及び円滑な運用を図るため、 【2.2  空港連絡橋利用税の周知

活動】で述べたとおり各種広報媒体を活用した、周知を図りました。 

導入時の広報は十分であったが、開始後の広報については、不十分な点もあり、利用者に対

して本市の空港関連事業経費を負担してもらうために課税しているという観点から、空港連絡橋

利用税の役割を実績に基づき、納税者及び関係者にわかりやすく知らせ、理解を得るよう今後も

工夫して行うべきであると考えています。 

 

 

出典：国土地理院ウェブサイト（https://maps.gsi.go.jp/）※「国土地理院ウェブサイト」をもとに泉佐野市税務課作成 
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3.3.4  関西国際空港や経済社会に与える影響 

空港連絡橋利用税は、空港アクセスの経費の一部となり、関西国際空港に係る諸活動に何

らかの影響を与えています。 

検討委員会において、国有化前の平成 20 年度から平成 27 年度までの航空旅客数、鉄道

乗降客数、リムジンバス乗降客数、ポートターミナル乗降客数、貨物取扱数量等のデータと連絡

橋通行台数の推移を比較検討した結果、大きな影響は認められませんでした。【図 5】 

【図 5 空港連絡橋利用税実施前後の各種指標の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.3.5  空港連絡橋利用税に関する関係者の意見照会について 

 検討委員会により、法定外税の利害関係者（関西エアポート株式会社、新関西国際空港

株式会社、関西国際空港テナント連絡協議会、関西国際空港航空会社運営協議会、関西

国際空港リムジンバス等運営協議会、一般社団法人大阪バス協会、一般社団法人大阪府ト

ラック協会、関西国際空港レンタカー運営協議会、西日本高速道路株式会社）に対し、文書

による意見照会が行われました。 

回答はいずれも、空港連絡橋利用税の延長に反対するものであり、撤廃もしくは減額。リムジン

バス（一般乗合バス）は課税対象から除外する等の要望もありました。 
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４．空港連絡橋利用税の果たす役割と今後のあり方 

本市は、民活による空港建設方針のもと、固定資産税及び都市計画税の空港税収を財源

に見込み、空港関連地域整備事業を実施してきましたが、経済情勢の低迷や地価の下落により

市税収入が当初の見込みを大きく下回ったことから財政状況が逼迫しました。 

この間、本市では行財政改革と財政健全化に努めてきましたが、空港関連事業費が空港税

収を大きく上回る状況が続き、空港連絡橋利用税を差し引いてもその差額は大きく、泉佐野市

民が過大な負担を続けています。 

空港連絡橋利用税の税率は、自動車が通行する回数１往復につき１００円であり、空港

利用者にとって大きな負担になっていないと判断できます。 

今年度、開催された検討委員会では「当委員会は、泉佐野市が空港関連地域整備を行って

きた経過とその後の税収を鑑みれば、空港連絡橋利用税を更に５年間延長することは適切と考

える。延長にあたって、泉佐野市は、納税者及び関係者に対して一層理解を得るよう努めるべき

である。」との結論をいただきました。 

 

本市が連絡橋を自動車で通行して空港を利用する行為に税源を見出すことは、関西国際空

港建設という国家プロジェクトを当時の民活方針で行ったことに起因しており、これによって生じる

特別な行政需要の一部を賄うためのものです。 

したがいまして、この建設に関連して本市が行った事業は空港利用者に受益があり、その経費

の一部を引き続き空港利用者に負担していただくために、空港連絡橋利用税条例を５年間延

長します。 

５．おわりに 

以上のとおり、本市は、空港連絡橋利用税を５年間延長することをめざします。今後は、条例

改正、総務大臣との協議に取り組むとともに、広報活動を充実させ、本市が空港連絡橋利用税

を延長せざるを得ない状況をわかりやすく説明し、利用者及び関係者の一層の理解を得るよう努

めていきます。今後も、本市の税務行政に、ご理解お願いいたします。 

 

 

 

 

 

「空港連絡橋利用税のあり方について」 

編集・発行 泉佐野市 総務部 税務課 
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関西国際空港の現況

参考資料３

泉佐野市空港連絡橋利用税検討委員会
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関西国際空港の国際線方面別便数と国際拠点空港の国際旅客数の推移

１ 関西国際空港の国際線方面別便数（旅客便）

２ 国際拠点空港の国際旅客数の推移

17冬 (都市数) 18夏 (都市数) 18冬 (都市数) 19夏 (都市数) 19冬 (都市数) 20夏 (都市数) 20冬 (都市数) 20冬構成比

韓国 355 (4) 360 (6) 346 (6) 348 (6) 232 (4) 3 (1) 5 (1) 10%

中国 336 (32) 346 (32) 415 (33) 494 (34) 600 (37) 15 (2) 3 (3) 6%

香港・マカオ 131 (2) 133 (2) 141 (2) 124 (2) 125 (2) 7 (2) 2 (1) 4%

台湾 138 (3) 128 (3) 135 (3) 135 (3) 134 (3) 7 (1) 13 (1) 26%

東南アジア 153 (10) 149 (10) 180 (11) 197 (11) 198 (11) 11 (3) 13.5 (4) 27%

北米 12 (2) 20 (3) 14 (2) 26 (4) 12 (2) 0 0 0.5 (1) 1%

ハワイ 29 (1) 36 (1) 39 (1) 28 (1) 28 (1) 0 0 1 (1) 2%

欧州 21 (4) 28 (4) 26 (4) 35 (5) 30 (5) 3 (1) 8 (3) 16%

中東 7 (1) 7 (1) 7 (1) 7 (1) 7 (1) 6 (1) 4 (1) 8%

オセアニア 14 (4) 12 (3) 13 (4) 11 (3) 17 (4) 0 0 0 0 0%

グアム 18 (1) 21 (1) 21 (1) 21 (1) 23 (1) 0 0 0 0 0%

その他 3 (2) 4 (3) 3 (2) 7 (4) 3 (2) 0 0 0 0 0%

合計 1,217 (66) 1,244 (69) 1,340 (70) 1,433 (75) 1,409 (73) 52 (11) 50 (16) 100%

本邦社

外航社

運航会社

10 社 19 社

58 社 59 社 61 社 63 社 64 社 10 社 21 社

53 社 54 社 56 社 60 社 60 社

（便/週）

5 社 5 社 5 社 3 社 4 社 0 社 2 社
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2020.   ６月時点 ２３８店舗 営業中： ８０店舗 休業中：１５８店舗

９月時点 ２２１店舗 営業中： ９０店舗 休業中：１３１店舗

１１月時点 ２２１店舗 営業中： ９０店舗 休業中：１３１店舗

2021. ３月時点 ２２０店舗 営業中： ８７店舗 休業中：１３３店舗

6月時点 ２０７店舗 営業中： ８３店舗 休業中：１２４店舗

11

関西国際空港内の店舗の状況と今後の見通し

１ 関西国際空港内の飲食・物販など店舗の状況

国際線・国内線とも、世界各国・地域、国内における新型コロナウイルス感染症の収束時期や入
国制限措置の状況にもよるため、現段階では先の見通しができる状況ではない。
今後、ワクチンの普及により各国、国内の感染状況が落ち着いてくれば、人の流れも再開すること
が期待され、航空需要も増加に転じてくることを想定

２ 今後の見通し


